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農林水産省木材利用推進計画の実績について（平成２３年度）

平成２５年３月６日
農 林 水 産 省

農林水産省では、平成２２年１２月に策定した「新農林水産省木材利用推進計画」に基づき、
木材利用の拡大に取り組んでいるところです。今般、平成２３年度の実施状況等を次のとおり取
りまとめたので、お知らせします。

１ 農林水産省及び関係機関の庁舎等の施設

○ 対象施設における実績
新築等における木造化や新築又は模様替えにおける内装等の木質化の実績は下記のとおり

である。

① 新築等における木造化
木造率は全体で５４％となった。森林管理局及びその他施設等機関では１００％となっ

たものの、農政局では０％となった。農政局で割合が低いのは、コスト及び耐久性等の
事情によるものである。

注：その他施設等機関には独立行政法人を含む。

佐和田森林事務所（外観） 木頭森林事務所（外観）

区　　分 新築等数 うち木造 木造率 備考（木造・木質化をしなかった理由）

農林水産省本省 0 0 0%

農政局 13 0 0%

・コスト及び耐久性等を勘案したため。（近畿農政局淀川水
系土地改良調査管理事務所）
・予算面、施工性、施工期間による制約のため。（九州農
政局南部九州調査管理事務所ほか）

森林管理局 14 14 100%

その他施設等機関 1 1 100%

計 28 15 54%
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② 新築等又は模様替えにおける内装等の木質化
木質化率は全体で３８％となった。森林管理局及びその他施設等機関では１００％とな

ったものの、農林水産省本省では４０％、農政局では０％となった。農政局等で割合が低
いのは、ＯＡフロアの改修工事でコストや床配線の操作性を考慮したこと、一部改修のた
め既存施設との連続性を考慮したこと等の事情によるものである。

注：施設を新築等により木造化したものは、内装等の木質化をしたものとしてカウントして
いる。

共用会議室（農林水産省本省） 木曽福島森林事務所（長野）

２ 農林水産省関係公共土木工事における柵工・土留工等の工作物及び施設

○ 公共土木工事における実績
事業における木材の使用量や工作物及び施設の木製の割合の実績は下記のとおりである。
なお、目標に達していない理由は、本計画を省内の末端の現場まで十分に浸透させる方策

が不十分だったことのほか、それぞれの事業、工作物ごとの事情によるものである。

① 事業における木材の使用量
木材の使用量は全体では２．２倍、生産局では１．９倍、農村振興局では５．８倍、水

産庁では１．０倍となった。

区　　分
新築等又は模
様替え数

うち内装等の木
質化

木質化率 備考（木造・木質化をしなかった理由）

農林水産省本省 5 2 40%
・事務室レイアウト変更による床改修にあたり、部分的な
改修であること等から、既存床仕上げであるタイルカーペッ
トで施工したため。

農政局 25 0 0%

・既存施設の延長及び改修（ＯＡフロア設置工事及び間仕
切り壁ビニルクロス貼り）のため。（中四農政局徳島地域セ
ンター庁舎）
・原状回復工事のため。（九州農政局土地改良技術事務
所ほか）

森林管理局 14 14 100%

その他施設等機関 1 1 100%

計 45 17 38%
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② 工作物及び施設の木製の割合

（ア） 柵 工
木製の割合は全体では７９％、林野庁では１００％、生産局が８１％、水産庁が６４

％となった。農村振興局で割合（３０％）が低いのは、耐久性と維持管理性を重視した
こと、事業発注者である管理者(県等)との協議によるものである。

集落基盤整備事業による柵工（愛知県田原市） ため池等整備事業による柵工（大阪府岬町）

（イ） 残存型枠
今年度の使用実績は林野庁のみであるが、木製の割合は１００％となった。

部　局 木材使用量（ｍ３） 金額（億円）
工事費１億円当たりの木

材使用量（Ａ）
基準値（Ｂ） （Ａ）／（Ｂ）

生産局 163 0
(0.8)

204 108 1.9

農村振興局 152,728 39 3,916 677 5.8

林野庁 195,265 2,030 96 56 1.7

水産庁 148 2 82 81 1.0

計 348,304 2,071 168 75 2.2

部　局 施工量（ｍ） うち木製（ｍ） 木製の割合 木材使用量(m3)

生産局 73,819 59,861 81% 162

農村振興局 42,599 12,740 30% 943

林野庁 93,029 93,029 100% 5,264

水産庁 420 268 64% 25

計 209,867 165,898 79% 6,394
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治山工事の残存型枠（山形県米沢市）

（ウ） 標識工
木製の割合は全体では９３％、林野庁や生産局では１００％となったものの、水産庁

で４６％となった。水産庁で割合が低いのは、現場においてコスト面等を判断したこと
によるものである。

部　局 施工量（基） うち木製 木製の割合 木材使用量(m3)

生産局 0 0 - 0

農村振興局 0 0 - 0

林野庁 1,695 1,695 100% 41,431

水産庁 0 0 - 0

計 1,695 1,695 100% 41,431

部　局 施工量（枚） うち木製 木製の割合 木材使用量(m3)

生産局 80 80 100% 1

農村振興局 1,490 1,206 81% 79

林野庁 4,124 4,124 100% 517

水産庁 275 127 46% 7

計 5,969 5,537 93% 604
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事業の標識工（静岡県静岡市） 事業ＰＲの看板（群馬県粕川町）

（エ） 視線誘導標
木製の割合は５６％となった。農村振興局で木製の割合が低いのは、事業発注者で

ある管理者（県等）との協議等によるものである。

視線誘導標の例

３ 農林水産省関係補助事業における建築物等の施設

○ 補助対象施設における実績
補助対象施設における木造化や新築又は模様替えにおける内装等の木質化の実績は下記の

部　局 施工量（基） うち木製 木製の割合 木材使用量(m3)

生産局 0 0 - 0

農村振興局 3,459 527 15% 5

林野庁 3,157 3,157 100% 55

水産庁 0 0 - 0

計 6,616 3,684 56% 60
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とおりである。

① 木造化
補助対象施設における木造率は全体では８３％、生産局では７７％、農村振興局では

９２％、林野庁では７９％、水産庁では０％となった。水産庁で木造化に至らなかった理由
は、漁港に設置される漁具倉庫については主にコンクリート構造の施設であり、また、コス
トの面も考慮したことによるものである。

② 新築等又は模様替えにおける内装等の木質化
木質化率は全体では８８％、生産局では７７％、農村振興局では９７％、林野庁では

８６％、水産庁では０％となった。水産庁で木質化に至らなかった理由は、漁港に設置さ
れる漁具倉庫については主にコンクリート構造の施設であり、また、コストの面も考慮し
たことによるものである。

注：施設を新築等により木造化したものは、内装等の木質化したものとしてカウントしている。

区　　分
新築等又は模様替

え数
うち内装等の木質化 木質化率 備考（木質化をしなかった理由等）

生産局 22 17 77% ・コスト面を考慮し非木質化５施設

農村振興局 66 64 97%
・消防署の指摘により非木質化２施設

林野庁 29 25 86%
・消防署の指摘により非木質化１施設
・構造上の制約により非木質化４施設
・コスト面を考慮し非木質化１施設

水産庁 4 0 0% ・漁具倉庫であることを考慮し非木造４施設

計 121 106 88%

区　　分 新築等数 うち木造 木造率 備考（木造化をしなかった理由等）

生産局 22 17 77%
・コスト面を考慮し非木造５施設

農村振興局 66 61 92%
・消防署の指摘により非木造２施設
・コスト面を考慮し非木造３施設

林野庁 29 23 79%
・条例により非木造１施設
・構造上の制約により非木造４施設
・コスト面を考慮し非木造１施設

水産庁 4 0 0% ・漁具倉庫であることを考慮し非木造４施設

計 121 101 83%
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畜舎（鹿児島県出水市） 農林漁業体験施設（静岡県三島市）

４ 農林水産省及び関係機関における備品及び消耗品
○ 対象物品における実績

事務机や書棚、コピー用紙等における間伐材等を使用したものの割合の実績は下記のとお
りである。
なお、目標に達していない理由は、事務担当者等の認識が不足していたことのほか、それ

ぞれの対象物品ごとの事情によるものである。

① 事務机
間伐材等を使用したものの割合は全体では２８％、林野庁以外の本省では０％、農政局

では３％、森林管理局では８０％、その他施設等機関では５％となった。全体的に割合が
低いのは、納品まで長期間かかることや予算面から仕様を木製と限定しておらず、入札に
おいて安価な非木製を選択している等の事情によるものである。

② 会議机
間伐材等を使用したものの割合は全体では５４％、林野庁以外の本省では３１％、農政

局では３６％、森林管理局では７８％、その他施設等機関では０％となった。全体的に割
合が低いのは、納品まで長期間かかることや予算面から仕様を木製と限定しておらず、入
札において安価な非木製を選択している等の事情によるものである。

その他の木製品（個） 非木製品（個）

林野庁 0 0 － 0 0

林野庁以外の本省 115 0 0% 0 115

農政局 283 9 3% 15 259

森林管理局 209 167 80% 8 34

その他施設等機関 20 1 5% 1 18

計 627 177 28% 24 426

備　　　考
間伐材等を使用した

ものの率
うち間伐材等を使用
したもの（個）

導入数（個）部　局
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③ 書 棚
間伐材等を使用したものの割合は全体では２％、林野庁以外の本省では０％、農政局で

は０％、森林管理局では５％、その他施設等機関では０％となった。全体的に割合が低い
のは、価格面のほかに移動式の大型書棚の調達のため、木製品は除外せざるを得なかった
こと、木製品で仕様（組立式）を満たす製品がなかったこと等の事情によるものである。

④ コピー用紙
間伐材を使用したものの割合は全体では８９％、農林水産省本省では１００％、農政局

では８２％、森林管理局では９８％、その他施設等機関では３４％となった。その他施設
等機関等で割合が低いのは、価格面のほかに、他の入居官署と共同調達を行った際に間伐
材が使用されていない用紙が採用になったこと等の事情によるものである。

その他の木製品（個） 非木製品（個）

林野庁 0 0 － 0 0

林野庁以外の本省 78 24 31% 0 54

農政局 69 25 36% 3 41

森林管理局 134 104 78% 22 8

その他施設等機関 1 0 0% 0 1

計 282 153 54% 25 104

部　局 導入数（個）
うち間伐材等を使用
したもの（個）

間伐材等を使用した
ものの率

備　　　考

その他の木製品（個） 非木製品（個）

林野庁 0 0 － 0 0

林野庁以外の本省 79 0 0% 0 79

農政局 246 1 0% 1 244

森林管理局 244 11 5% 0 233

その他施設等機関 17 0 0% 0 17

計 586 12 2% 1 573

部　局 導入数（個）
うち間伐材等を使用
したもの（個）

間伐材等を使用した
ものの率

備　　　考
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間伐材を使用したコピー用紙

⑤ 業務用茶封筒
間伐材等を使用したものの割合は全体では８２％、農林水産省本省では１００％、農政

局では８０％、森林管理局では９３％、その他施設等機関では８７％となった。１００％
に至っていない部局については、一括購入の規格外の製品を発注したこと等によるもので
ある。

⑥ 名刺用紙
間伐材等を使用したものの割合は全体では１２％、林野庁では１００％、林野庁以外

の本省では２％、農政局では２８％、森林管理局では８９％、その他施設等機関では９％
となった。林野庁以外で割合が低いのは、新たに導入した名刺印刷機械の性能維持や保守
上の問題から、メーカー純正品の用紙が推奨されており用紙が限定されること、間伐材等

部　局 導入数（枚）
うち間伐材を使用し
たもの（枚）

間伐材を使用したも
のの率

その他の製品（枚）

林野庁 10,772,500 10,772,500 100% 0

林野庁以外の本省 109,485,500 109,485,500 100% 0

農政局 180,309,023 147,824,006 82% 32,485,017

森林管理局 52,652,642 51,644,926 98% 1,007,716

その他施設等機関 11,746,926 4,021,500 34% 40,210,443

計 364,966,591 323,748,432 89% 73,703,176

部　局 導入数（枚）
うち間伐材等を使用
したもの（枚）

間伐材等を使用した
ものの率

その他の製品（枚）

林野庁 39,400 39,100 99% 300

林野庁以外の本省 352,070 350,770 100% 1,300

農政局 4,685,115 3,725,355 80% 959,760

森林管理局 580,356 539,001 93% 41,355

その他施設等機関 108,480 94,520 87% 13,960

計 5,765,421 4,748,746 82% 1,016,675
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を使用した名刺用紙が単価契約に含まれていないこと等の事情によるものである。

⑦ フラットファイル
間伐材等を使用したものの割合は全体では７６％、林野庁以外の本省では９９％、林野

庁では９６％、農政局では６８％、森林管理局では９２％、その他施設等機関では３４％
となった。その他施設等機関等で割合が低いのは、注文品に間伐材等の製品がなかったこ
と、本計画が出先にまで十分浸透していなかったこと等の事情によるものである。

⑧ チューブファイル
間伐材等を使用したものの割合は全体では５２％、農林水産省本省では４８％、農政局

では５４％、森林管理局では８１％、その他施設等機関では１３％となった。林野庁等で
割合が低いのは、注文品（ヨコ開き型）に間伐材等の製品がなかったこと等の事情による
ものである。

部　局 導入数（枚）
うち間伐材等を使用
したもの（枚）

間伐材等を使用した
ものの率

その他の製品（枚）

林野庁 4,620 4,620 100% 0

林野庁以外の本省 493,510 11,410 2% 482,100

農政局 97,403 26,923 28% 70,480

森林管理局 34,948 31,240 89% 3,708

その他施設等機関 35,110 3,210 9% 31,900

計 665,591 77,403 12% 588,188

部　局 導入数（枚）
うち間伐材等を使用
したもの（枚）

間伐材等を使用した
ものの率

その他の製品（枚）

林野庁 2,110 2,020 96% 90

林野庁以外の本省 26,059 25,774 99% 285

農政局 133,319 90,081 68% 43,238

森林管理局 58,601 53,859 92% 4,742

その他施設等機関 11,310 3,851 34% 7,459

計 231,399 175,585 76% 55,814
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⑨ 印刷物
間伐材等を使用したものの割合は全体では６８％、林野庁以外の本省では８２％、林野

庁では６２％、農政局では６２％、森林管理局では６０％、その他施設等機関では３３％
となった。その他施設等機関等で割合が低いのは、印刷する業者が間伐材等の製品を用意
できなかったこと、ポスターの場合に間伐材等の用紙がなかったこと、パンフレットに上
質紙を使用したこと等の事情によるものである。

⑩ 各種会議における飲料
間伐材等を使用したもの（カートカン）の割合は全体では４６％、林野庁では１００

％、林野庁以外の本省では５３％、農政局では４％、森林管理局では６８％、その他施設
等機関では０％となった。その他施設等機関等で割合が低いのは、販売店で取扱っていな
いこと、納期に時間がかかるため急な開催決定に対応できないこと、水のカートカンや、
500mlのカートカンがないこと等の事情によるものである。

部　局 導入数（部）
うち間伐材等を使用
したもの（部）

間伐材等を使用した
ものの率

その他の製品（部）

林野庁 58,742 36,242 62% 22,500

林野庁以外の本省 4,397,148 3,610,282 82% 786,866

農政局 4,200,195 2,621,893 62% 1,578,302

森林管理局 357,632 214,310 60% 143,322

その他施設等機関 1,097,173 365,023 33% 732,150

計 10,110,890 6,847,750 68% 3,263,140

部　局 導入数（冊）
うち間伐材等を使用
したもの（冊）

間伐材等を使用した
ものの率

その他の製品（冊）

林野庁 230 10 4% 220

林野庁以外の本省 9,225 4,431 48% 4,794

農政局 29,533 15,832 54% 13,701

森林管理局 17,518 14,193 81% 3,325

その他施設等機関 13,940 1,844 13% 12,096

計 70,446 36,310 52% 34,136
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間伐材を使用した製品（カートカン）

５ モデル的な取組
（１） 具体的な取組

部 局 事 業 名 モデル的な取組 備 考

林野庁 森林整備事業 間伐材を林道のコンクリートよ
治山事業 う壁や谷止工背面部で撤去が不要

な残置式の型枠として利用する。
間伐材や根株等をチップ化して
植生基材吹付工の基盤材として利
用する。
木製ガードレール、間伐材等を
使用した合板型枠を利用する。

水産庁 水産基盤整備事業 間伐材を耐久性のある鋼製やコ
ンクリート製の魚礁と組み合わせ
て利用する。

（２） モデル的な取組の実績

① 岡山県の県営林道では、平成20年度から林道開設工事に伴う支障木をチップ化し植

生基材に30～70％配合した植生基材吹付工を実施しているが、コスト縮減・資源循環効果
をさらに高めることを目的とし、木材チップ100%吹付工法の実用化に向けた試験を平成22
年度から実施（岡山県真庭市、木材使用量79.44m3）。

② 間伐材を有効活用するとともに、既存のコンクリート魚礁と組み合わせることにより、
早期の蝟集効果の発現が図られる魚礁を設置（例：福岡県玄海沖(１箇所)１基（間伐材

部　局 導入数（本）
うち間伐材を使用し
たもの（カートカン）

（本）

間伐材を使用したも
の（カートカン）の率

その他の製品（本）

林野庁 513 513 100% 0

林野庁以外の本省 6,860 3,650 53% 3,210

農政局 3,586 136 4% 3,450

森林管理局 4,262 2,878 68% 1,384

その他施設等機関 264 0 0% 264

計 15,485 7,177 46% 8,308
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使用品）、木材使用量４m3/基）。

チップの植生基材吹付工 間伐材を利用した魚礁

６ 木材の安定供給のための取組と実績

項 目 具体的取組と実績

需要サイドのニーズに対 大口の需要者への円滑な木材供給を図るため、木材業者の連
応した供給体制の整備 携等による乾燥材、針葉樹合板、集成材、丸棒製品等の安定供

給を促進する。

（実 績）
需要者ニーズに的確に対応した品質の向上と物流の効率化を
図るため、乾燥等の技術指導や製品試験の実施、生産・物流拠
点の整備を実施。また、各森林管理局において、国産材の需要
拡大や加工・流通の合理化等に取り組む合板・集成材工場等と
協定を締結し、それに基づいて間伐材等の国有林材を安定的に
供給するシステム販売を実施（23年度システム販売実績：94万
m3 素材のみ）。

木材製品の規格化の推進等により木材の調達の容易化を図
る。

（実 績）
JASの認定促進のため、都道府県連絡会議等の場において普

及啓発を実施。

木材利用に係る技術開発 需要者ニーズに対応しつつ、木材の特性を活かした加工技術
の開発、新商品の開発等の取組を推進する。

（実 績）
公共建築物等への木材の利用を推進するため、１時間耐火性
能を有した壁や柱等の仕様開発を実施。
地域で産出される木材の継続的な利用を推進する活動を行う
団体を対象として、増殖礁の技術開発及び実証試験に対する支
援を実施（23年度木材使用実績：331m3）。

木造化等に関する情報の 全国各地の木製施設等に関する情報を収集し、適切な手段を
提供 用いて的確に提供する。

（実 績）
木材利用推進中央協議会において、「写真で見る「木」の施

設」の冊子を作成し全国に配布。
日本グッド・トイ委員会において、パンフレット「木のくら
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し木のちから」を作成し全国に配布。

木製構造物に関する歩掛 木製構造物の設計価格の積算に必要な標準歩掛等の追加を行
の充実 い、木製構造物の採用及び施工を促進する。

（実 績）
林野公共事業における木製構造物に関する歩掛等を充実。（木
製構造物の施工歩掛は、標準歩掛３９工法、暫定歩掛１５８工
法）

木材利用推進に関する具 関係部局の土木工事の担当者等を対象とした、木材を利用す
体的な説明の実施 る設計、施工に係る実践的、実務的な講習会の開催等を行う。

（実 績）
６月に各森林管理局及び都道府県の設計・積算等担当者を対
象に設計・積算等説明会を開催し、追加及び見直しした木製構
造物に関する歩掛等について説明・周知。

森林管理局及び森林管理署が、地方農政局等の農林水産省の
地方出先機関や関係機関に対し、木材の調達方法等木材利用推
進に関する具体的な説明を行う。

（実 績）
各森林管理局が都道府県の協議会等と連携し、地方農政局、
国土交通省地方整備局等に対して、木材の利用拡大に関する要
請活動を実施。

森林管理局及び森林管理署が、必要に応じて地方段階の都道
府県の担当者会議等の場において、都道府県の林務担当部局と
連携・協力し、木材の調達方法等木材利用推進に関する具体的
な説明を行う。

（実 績）
森林管理局及び森林管理署等が都道府県や市町村等の関係機
関に対し、各種会議や協議会、意見交換等の機会に木材利用拡
大に関する具体的な説明や市町村における木材利用推進方針の
作成等を要請。

木材利用推進のための問 農林水産省関係補助事業対象施設の木造化、内装等の木質化
い合わせ窓口の設置 等を一層推進するために、木材利用推進中央協議会に問い合わ

せ窓口を設置する。

（実 績）
木材利用推進中央協議会に問い合わせ窓口を設置し、実需者
から間伐紙の入手先の照会や、ホームページで紹介できる優良
な木造施設の事例などに関する問い合わせに対応。

７ 今後の取組
○ 各局庁、地方組織、関係機関に対し、様々な場を活用し、改めて木材利用の意義、必要性
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を周知徹底する。
○ 木材・木製品の利用事例について、各組織・局庁に対し積極的に情報開示を行う。
○ 取組の不十分な組織等については、フォローアップを行い、事情を聴取したうえ、必要な
改善策を検討する。

○ コスト面で対応し難いと思われる場合、自らの組織のみで判断することなく、林野庁と相
談して対応する。

○ 間伐材等を使用する業者、業界に対して、コスト低減、ニーズに合った製品づくりを更に
働きかける。また、各組織に対して製品等の情報提供を積極的に行う。

○ 契約担当部局は、単価契約の物品に必ず「間伐材を使用した製品」を入れる（例えば、
名刺用紙）。

（参考）

１ 農林水産省及び関係機関の庁舎等の施設における目標

組 織 施設の種類 目 標

農林水産省本省 庁舎 内装等の木質化率１００％（注２）

施設等機関 庁舎 木造率１００％（注１）、内装等の
植物防疫所 宿舎 木質化率１００％（注２）。
動物検疫所 研修施設
動物医薬品検査所 倉庫
農林水産研修所
農林水産政策研究所
森林技術総合研修所
地方支分部局
地方農政局
事業所・事務所
地方農政事務所
統計・情報センター
森林管理局
森林管理署
漁業調整事務所

組 織 施設の種類 目 標

独立行政法人 事務所 木造率１００％（注１）、内装等の
農林水産消費安全技術センタ 校舎 木質化率１００％（注２）。
ー 研修施設
種苗管理センター 倉庫
家畜改良センター
水産大学校
農業・食品産業技術総合研究
機構
農業生物資源研究所
農業環境技術研究所
国際農林水産業研究センター
森林総合研究所
農業者年金基金
水産総合研究センター
農畜産業振興機構
農林漁業信用基金

注１：木造率について
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区分 定義

木造率 建物の新築、増築又は改築（以下「新築等」という。）に当たり、
利用施設において構造耐力上主要な部分である壁、柱、梁、桁等
の全部又は一部に木材を利用することを「木造化」といい、新築
等された施設に占める木造化された施設の割合を「木造率」とい
う。
この場合、上記の構造耐力上主要な部分の５割以上に木材が使

われているものを木造化された施設とする。
また、木造とその他の部材との混構造の場合は、床面積比で５

割以上について、上記の木造化の要件を満たすものを木造化され
た施設とする。

注２：内装等の木質化について

区分 定義

内装等の木質 建築物の新築等又は模様替えに伴い天井、床、壁、窓枠等の室
化率 内に面する部分及び外壁等の屋外に面する部分に木材を利用する

ことを「内装等の木質化」といい、新築等又は模様替えが行われ
た施設に占める内装等の木質化が行われた施設の割合を「内装等
の木質化率」という。
この場合、天井、床、壁、窓枠、戸及び外壁等のうち施工が行

われた全ての品目について、それぞれ、天井、床、壁及び外壁等
については施工面積の５割以上、窓枠、戸については施工個数の
５割以上に木材が利用されたものを内装等の木質化が行われた施
設とする。

２ 農林水産省関係公共土木工事の工作物及び施設(柵工・土留工等)における目標

部 局 事 業 名 工作物及び施設 目 標
の種類

生産局 農業農村整備事業 柵工、残存型枠、 （１）事業における木材の使用量
のうち畜産公共事業 標識工、視線誘 を基準値の１．５倍程度

導標、土留工、
筋工、伏工、防
風柵、水路工、 （２）左記の工作物及び施設のう

農村振興局 農業農村整備事業 階段工、歩道工 ち柵工、残存型枠、標識工、視線
海岸事業 等 誘導標については、木製の割合

１００％

林野庁 森林整備事業
治山事業

水産庁 水産基盤整備事業
海岸事業

注１：柵工は、遊歩道・水路・用地等の境界に設ける安全柵、手すり等である。
注２：木材の使用量の単位は、工事費１億円当たりの量（ｍ3）である。
注３：基準値とは、平成１６年度、１７年度、１８年度の実績の平均である。
注４：標識工は、場所等の案内標識、工事中の標識等である。
注５：残存型枠は、コンクリート打設用の型枠であって構造物の完成後も撤去しないもの

である。
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注６：各部局の事業には、農山漁村地域整備交付金など各種交付金による事業も含まれる。

３ 農林水産省関係補助事業の補助対象施設（建築物等）における目標

部 局 事 業 名 施設の種類 目 標

生産局 強い農業づくり交付金 家畜飼養管理施設
のうち
畜産物共同利用施設整
備

農村振興局 農山漁村活性化プロジ 都市農山漁村総合交流促進施設
ェクト支援交付金 木材利活用促進施設

農林水産物直売・食材提供供給
施設
地域資源活用交流促進施設
農林漁業体験施設のうち
滞在施設
農山漁村体験施設
教養文化・知識習得施設 木造率１００％
地域資源活用起業支援施設 （注１）、

内装等の木質化
林野庁 森林・林業・木材産業 効率化施設 率１００％（注

づくり交付金 特用林産物加工流通施設 ２）
地域産物活用施設
森林空間活用施設
活動拠点施設
生活環境施設
木材加工流通施設
森林バイオマス再利用促進施設
需要拡大促進施設
医療・社会福祉関連施設
学校関連施設
先駆的施設
木質バイオマス供給施設
学習展示施設
森林環境教育活動施設

水産庁 強い水産業づくり交付 漁業用作業保管施設
金のうち
漁業生産基盤等の整備

注１：木造率については、１「対象施設における目標」の表注１に同じ。
注２：内装等の木質化については、１「対象施設における目標」の表注２に同じ。
注３：事業名は平成２２年１１月１日現在の事業名であり、同種の新規事業又は名称が変

更された事業も対象とする。

４ 農林水産省及び関係機関の対象物品（備品及び消耗品）における目標

組 織 物品の種類 目 標

農林水産省本省 事務机 事務机、会議机、書棚については、
会議机 間伐材等を使用したものとする。（目

施設等機関 教室の机 標１００％）
植物防疫所 書棚
動物検疫所
動物医薬品検査所 文具類 コピー用紙については、間伐材を使
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農林水産研修所 用したものとする。（目標１００％）
農林水産政策研究所 業務用茶封筒、名刺用紙、フラット
森林技術総合研修所 ファイル、チューブファイルについて

は、間伐材等を使用したものとする。
（目標１００％）

地方出先機関 その他の文具類についても、間伐材
地方農政局 等を使用した製品がある場合は、その
事業所・事務所 使用に努める。
地方農政事務所
統計・情報センター 印刷物 印刷物については、全て間伐材等を
森林管理局 使用した印刷用紙を使用する。（目標
森林管理署 １００％）
漁業調整事務所

各種会議におけ 各種会議等において飲料を必要とす
る飲料 る場合には、間伐材を使った飲料用紙

製缶を使用する。（目標１００％）


